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１－２ 新規３業種における「職業能力の体系」整備の経緯 

雇用支援機構では、平成 11 年度から産業分野や業種毎に変化する職務内容を分析

し、「職業能力の体系」の整備を進めている。その結果、平成 26 年度末までに整備

した「職業能力の体系」は業種別では 93 業種、汎用は 7 分野となっている 2。しか

し、経営環境や技術革新等の変化に伴い、職務内容は絶えず変化していることから、

「職業能力の体系」の見直し及び新規整備が求められている。こうした中で、本資料

は新規 3 業種の整備についてまとめている。以下、その経緯について述べる。 
一般社団法人日本機械工業連合会（以下「日機連」という。）と雇用支援機構は、

平成 26 年 8 月 25 日に人材育成等の分野における連携協力を図ることで合意に達し、

日機連会長、厚生労働大臣、厚生労働副大臣及び経済産業大臣政務官の立ち会いのも

と、協定書の署名式が行われた。この連携協定の締結により、日機連の会員事業主団

体と雇用支援機構の運営する職業能力開発施設であるポリテクセンターやポリテクカ

レッジとの間での職業訓練等を通じた一層の連携協力を促進し、我が国のものづくり

産業の人材育成の強化を図ることとなった。 
日機連から 3 団体（一般社団法人日本食品機械工業会、一般社団法人日本包装機械

工業会、電機・電子・情報通信産業経営者連盟）が、協力団体として推薦された。こ

れを受けて、基盤整備センターでは、以下の 3 業種について「職業能力の体系」の新

規開発を行い、さらに、この「職業能力の体系」をもとに、中核の訓練施設と協力・

連携を図り、中央団体及び企業等のニーズに沿ったコース開発を行うこととなった。 
①食品機械・同装置製造業 （一般社団法人日本食品機械工業会） 
②包装・荷造機械製造業  （一般社団法人日本包装機械工業会） 
③産業用電気機械器具製造業（電機・電子・情報通信産業経営者連盟） 
 

                             
2 業種別では農業・林業、建設業、製造業、サービス業など 93 業種、業種を問わず汎用として活用できるデータ

として保全、製造業事務管理部門、製造業営業部門など 1 分野 6 部門がある。  

 

業種別
分　類 業種名 業種数

農業，林業 米作・米作以外の穀作農業、野菜作農業（露地野菜）、酪農業など 5
建設業 土木工事業、建築工事業、大工工事業、鉄骨工事業など 15

製造業
肉加工品製造業、鋳鉄鋳物製造業、機械鋸・刃物製造業、鉄骨製造業、金属プ
レス製品製造業、物流運搬設備製造業、金型製造業など

32

情報通信業 情報サービス業 1
運輸業，郵便業 一般貸切旅客自動車運送業、一般貨物自動車運送業 2

卸売，小売業
各種商品卸売業、衣服卸売業、飲食料品卸売業、機械器具卸売業、百貨店・
スーパー、自動車小売業、ホームセンターなど

15

学術研究，専門･技術サー 建築設計業、測量業、地質調査業、非破壊検査業、エンジニアリング業,など 6
宿泊業，飲食サービス業 旅館、ホテル、専門料理店(和食) 3
生活関連サービス業，娯楽 普通洗濯業、旅行業、葬儀業など 5
教育，学習支援業 専修学校・各種学校 1
医療，福祉 訪問介護事業、有料老人ホーム 2
サービス業(他に分類されな 産業廃棄物処分業、職業紹介業、ビルメンテナンス業など 6

汎用（分野・部門別）
電気保全（メカトロ）分野 1
製造業　経営及び管理事務部門、営業部門、生産管理部門 3
サービス業　経営及び管理事務部門、営業部門、生産管理部門 3

汎用

２　配電盤・制御盤製造業の「職業能力の体系」
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２－１ 配電盤・制御盤製造業の「職業能力の体系」の整備にあたって 

本資料は、新規 3 業種のうちで配電盤・制御盤製造業についてまとめたもの

である。当初は「産業用電気機械器具製造業」であったが、以下のような検討

によって「配電盤・制御盤製造業」になった。  
一つは、電気機械器具製造業における需要動向の検討である。省エネや高効

率化、安全や利便性など、電子制御や電子部品製造に関わる業務が重要な要素

となり、その業務範囲も拡大されている。こうした中で、再生エネルギーの電

力供給や交通システムの低消費電力制御の需要増が見込まれ、それに伴って受

配電盤、制御盤の需要増が予想されている。そのために、電気・機械関係の製

造業のうち配電盤・制御盤製造に関する「職業能力の体系」を新たに整備する

ことが必要である。  
もう一つは、業種名をわかりやすくする検討である。業種名は、下記に示す

日本標準産業分類の名称よりも、出荷高が多く製造現場で日常的に使用されて

いる製品名（配電盤、制御盤）を配する方がわかりやすいということからであ

る。  
 
（１）日本標準産業分類  

「職業能力の体系」における業種名は、日本標準産業分類（総務省）の小分

類もしくは細分類を参考にし、「職業能力の体系」作成にご協力を頂いた委員

の方々と協議しながら、わかりやすい名称を選定することとしている １。こう

したことから、日本標準産業分類との関係を整理しておく。  
図表 2-1 は、日本標準産業分類と「職業能力の体系」の分類を対比したもの

である。配電盤・制御盤製造業は、日本標準産業分類における大分類の E「製

造業」、中分類の 29「電気機械器具製造業」、小分類の 291「発電用・送電

用・配電用電気機械器具製造業」、細分類の 2914「配電盤・電力制御装置製

造業」に相当する。  
なお、当初予定されていた産業用電気機械製造業は、小分類の 292 に相当し

ている。また、小分類の 293 民生用電気機械器具製造業の「職業能力の体系」

（日本標準産業分類と同名）が平成 14 年に整備されている。  
 

 

 

 

                             
１ 平成 23 年度までは、名称に一定の基準が必要となるため、業種名は原則日本標準産業分類（以下、「産業

分類」という。）の小分類もしくは細分類を採用することとしていた。しかし、業種の内容が産業分類に示す範

囲の一部であるなど、必ずしも両者の内容が合致していなかった。そこで、平成 24 年度以降は、産業分類を参

考にして実態に合う業種名にしている。 
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図表 2-1 日本標準産業分類と「職業能力の体系」の対比  

 

 

（２）整備業種の対象範囲  

配電盤・制御盤製造業の「職業能力の体系」を整備するにあたり、その対象

範囲を主な製品と事業所規模  から次のように設定した。  
・主な製品   配電盤、制御盤  
・事業所規模  50 人程度  
整備の対象範囲を設定するにあたっては、平成 25 年工業統計表「品目編デ

ータ」（経済産業省 ,平成 27 年 3 月 27 日公表・掲載  ）の「事業所規模別出

荷高」を参照した。工業統計表で用いている品目は、配電盤、監視制御装置  、
分電盤、その他の配電盤・電力制御装置である。これらの品目の中で監視制御

装置が新たな用語として表出している。そこで、既出の制御盤と監視制御装置

の内容を比較すると、前者は「操作、保護、監視等の各機器」であり、後者は

「監視、制御及び保護を行う装置」である。こうしたことから、両者はほぼ同

じ内容を表していると考えられるので、ここでは制御盤として扱うこととする。  
先ず、主な製品について検討する。図表 2-2 は事業所規模別出荷高である。

出荷高の多いのは配電盤、監視制御装置であり、これらの合計で 8 割を占めて

いる。分電盤、その他の配電盤、電力制御装置はそれぞれ 1 割程度である。こ

うしたことから、出荷高のほとんどを占めている配電盤と監視制御装置 (制御

盤 )を取り上げ、整備の対象範囲における主な製品を「配電盤と制御盤」に設

定する。  
次に、事業所規模について検討する。出荷高の最も多いのは、どの製品も従

業者 100 人以上の事業所であり、その割合は大半を占めている。この結果から

は、 99 人以下の小規模事業所の出荷高は微々たるものに映る。しかし、後述

の企業ヒアリングの結果から、大企業の出荷高の相当な部分は中小企業に外注

するケースが多いとのことであった。また、規模別事業所の割合は、 100 人以

上の事業所が 1 割程度で最も少なく、99 人以下の事業所が 9 割程度でほとん

どを占めている（資料 1、67 ページを参照）。こうしたことから、99 人以下

の事業所の出荷高は、見かけよりはかなり多いと考えられる。そこで、 99 人

日本標準産業分類（平成25年10月改定　平成26年4月1日施行） 職業能力の体系 （整備年）

大分類　E　製造業 03　製造業

 細分類　2914　配電盤・電力制御装置製造業 03-35*　配電盤・制御盤製造業 （平成27年）

03-29　　民生用電気機械器具製造業 （平成14年）

*予定番号

中分類　29　電気機械器具製造業
小分類　291　発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業

小分類　293　民生用電気機械器具造業

小分類　292　産業用電気機械製造業
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配電盤

監視制御装置

分電盤

その他の
配電盤・電力制御装置

従業者数4～9人 従業者数10～19人 従業者数20～99人 従業者数100人以上

以下の事業所の出荷高を見ると、従業者 20 人～99 人の事業所の出荷高が最も

多い。以上のことを踏まえ、整備の対象範囲における事業所規模は 20 人～99
人を選択し、さらに下限と上限の中間をとって 50 人程度とする。  

図表 2-2 事業所規模別出荷高      単位（百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

「平成 25年工業統計」 

（３）整備の方法  

配電盤・制御盤製造業の「職業能力の体系」を整備するにあたり、検討の流

れを図表 2-3 に示す。第 1 は事前調査である。事務局がインターネット（団体

や企業のホームページ、各種統計資料など）や書籍などから業界の動向、現状

と課題、人材育成の状況などに関する資料・情報の収集を行い、「職業能力の

体系」の基本となる枠組みを設定する。第 2 は作業部会である。事前調査結果

を活用して「職業能力の体系」を検討するために作業部会（内部、外部）を設

ける。内部作業部会で具体的な案を作成し、この案を外部作業部会で検討して

修正する。第 3 は企業ヒアリングである。作業部会で検討した案について、関

係企業にヒアリングして意見を聴取する。この意見を基に、再度作業部会で検

討して実態との乖離を埋める。以下、作業部会と企業ヒアリングについて具体

的に説明する。  
図表 2-3 検討の流れ 
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ａ  作業部会  

作業部会は、雇用支援機構の職業訓練指導員による内部作業部会と、団体

から推薦された企業の専門家による外部作業部会から成る。内部作業部会で

は、雇用支援機構の各施設による事業主支援等の実態を踏まえ、配電盤・制

御盤製造業に必要と思われる能力要素を具体的に列挙し、「職業能力の体系」

案を作成する。この案を外部作業部会で企業の視点から検討し、企業の実態

に沿うように加除修正を加える。内部作業部会は 4 回、外部作業部会は 3
回実施し ２、検討項目は以下のとおりである。  
 ・第 1 回内部作業部会（平成 27 年 6 月 4 日）  

「職業能力の体系」の理解  
 ・第 2 回内部作業部会（平成 27 年 6 月 24 日～26 日）  

「業務の流れ」「職務構成表」案の作成  
 ・第 1 回外部作業部会（平成 27 年 6 月 26 日）  

「業務の流れ」「職務構成表」案の検討  
 ・第 3 回内部作業部会（平成 27 年 7 月 29 日～31 日）  

「業務の流れ」「職務構成表」修正案の作成  
「職務分析表」案作成、企業ヒアリング内容作成  

 ・第 2 回外部作業部会（平成 27 年 7 月 30 日）  
「業務の流れ」「職務構成表」「職務分析表」の修正案検討  

 ・（企業ヒアリング）  
 ・第 4 回内部作業部会（平成 27 年 10 月 7 日～9 日）  

最終案作成  
 ・第 3 回外部作業部会（平成 27 年 11 月 12 日）  

成果物の内容確認  
 

特に、今回は内部・外部委員を一堂に会した合同作業部会を初めて開催し

た。今まで単独で開催していた外部作業部会に、実際の整備作業を進める指

導員が加わることで、外部委員と直接意見交換することが可能となり、より

具体的な検討を行うことができた。これにより、職務分析表の整理等が以前

よりスムースに行えるようになった。  
 
 
 
 
 

                             
２ 外部作業部会の第 1 回と第 2 回は、内部作業部会の期間中に行い、外部委員、内部委員の合同で行った。 
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 ・第 3 回内部作業部会（平成 27 年 7 月 29 日～31 日）  

「業務の流れ」「職務構成表」修正案の作成  
「職務分析表」案作成、企業ヒアリング内容作成  

 ・第 2 回外部作業部会（平成 27 年 7 月 30 日）  
「業務の流れ」「職務構成表」「職務分析表」の修正案検討  

 ・（企業ヒアリング）  
 ・第 4 回内部作業部会（平成 27 年 10 月 7 日～9 日）  

最終案作成  
 ・第 3 回外部作業部会（平成 27 年 11 月 12 日）  

成果物の内容確認  
 

特に、今回は内部・外部委員を一堂に会した合同作業部会を初めて開催し

た。今まで単独で開催していた外部作業部会に、実際の整備作業を進める指

導員が加わることで、外部委員と直接意見交換することが可能となり、より

具体的な検討を行うことができた。これにより、職務分析表の整理等が以前

よりスムースに行えるようになった。  
 
 
 
 
 

                             
２ 外部作業部会の第 1 回と第 2 回は、内部作業部会の期間中に行い、外部委員、内部委員の合同で行った。 
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ｂ  企業ヒアリング  

「職業能力の体系」における整備の対象範囲を

踏まえ、配電盤・制御盤製造業の実態把握を目的

として企業ヒアリングを行った。調査にご協力い

ただいた企業は 10 社であり、企業規模や所在地

は図表 2-4 のとおりである。企業規模は対象範囲

の設定を踏まえて、 50 人前後を中心にしたが、

100 人以上も対象とした。特に 500 人を超える大

規模企業を選んだのは、小規模の協力会社との関

係について聞き取ることを目的としたからである。

企業の所在地は特定の地域に偏ることのないよう

に、関東 3 社、中部・北陸 3 社、近畿・中国 3 社、

九州 1 社とした。  
 
ア  ヒアリングの方法と内容  

ヒアリングは、平成 27 年 7 月～10 月にかけて、内部委員（職業訓練指導

員）、事務局員が各地域の事業主支援等で関わりのある企業を中心に一覧表

を作成した。その中からヒアリング可能な企業を選択し、企業の管理職・専

門職の方々に聞きとりをした。主な調査項目は以下のとおりである。  
①業界の動向  

（現状、今後の見通し）  
②職業能力の体系  

②－１業務の流れ  
（どのような部門に分かれているか、各部門における要素、協力会社と

の関係）  
②－２職務構成表  
（仕事をどのように割り当てているか、各仕事における作業の内容）  

③人材育成  
（求められる能力、人材育成の仕方、配属と能力開発）  
 

イ  ヒアリング結果の概要  

調査結果は、項目毎にまとめ、さらに類型化した。①、③については、類

型化した内容を巻末資料１「配電盤・制御盤製造業の動向と人材育成」にと

りまとめた。②については、類型化した結果を「職業能力の体系」の整備に

あたって、業務の流れと職務構成表に反映し、それぞれの内容について加除

修正をした。  

事業所名 地域 従業者数

① A社 近畿 20～99人

② B社 中部 20～99人

③ C社 九州 100～199人

④ D社 関東 500人以上

⑤ E社 関東 500人以上

⑥ F社 関東 20～99人

⑦ G社 北陸 20～99人

⑧ H社 中国 20～99人

⑨ I社 中国 20～99人

⑩ J社 中部 100～199人

図表2-4　企業ヒアリング一覧
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２－２  配電盤・制御盤製造業の「職業能力の体系」の作成  

配電盤・制御盤製造業における「職業能力の体系」の作成は、資料 2 の考え

方に沿って職務分析を行い、その結果を「業務の流れ」「職務構成表」「職務

分析表」に整理した。この結果に至った考え方については、「資料 2-1 配電

盤・制御盤製造業における「職業能力の体系」の考え方」 (83 ページ )を参照の

こと。  
 

（１）業務の流れ  

「業務の流れ」は、配電盤・制御盤製造業における営業から設計、製造等の

各部門を構成する主な職務を時系列に並べ、且つ部門間の関係を整理した流れ

図である。営業部門、設計部門、製造部門はどのような役割を担っているか、

及び各部門にはどのような職務があり、それぞれがどのように関係しているか

などを把握することができる。こうして作成した配電盤・制御盤製造業におけ

る業務の流れを図表 2-5 に示す。  
図表 2-5 配電盤・制御盤製造業における業務の流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※点線で括ったものは、外注割合の多い職務である。  

 

 

【製造部門と他部門との協同】 【製造ラインの流れ】

設計

製造

営業

保守・改修

板金・塗装

出 荷

電気設計営業実務

資材調達

筐体設計管 理

据付・調整

（営業・設計と協同）

（設計と協同）

組立・配線

検 査
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この図表では、配電盤・制御盤製造業の直接部門を中心に主な業務の流れを

示している。この他に間接部門として経営部門、事務管理部門があるが、間接

部門の職務まで表示すると、業務の流れが複雑になるので、これらは表示して

いない。  
配電盤・制御盤製造業における職務分析は、整備業種の対象範囲（ 8 ページ）

にあるように、主な製品を「配電盤と制御盤」に、事業所規模を「 50 人程度」

に設定した。これらの対象範囲を前提として、最も大きな括りである部門を検

討する。  
部門はおおむね組織構成の「部・課」に相当するので、配電盤・制御盤製造

業における組織構成として考えられるものを列挙すると、①営業、②生産管理、

③設計、④調達、⑤製造、⑥検査、⑦据付・調整となる。これらは、事業所規

模によって組織形態は大きく異なっている。そこで、 50 人程度の小規模事業

所に当てはめるためにヒアリング結果を参照すると、それらの多くは、①、③、

⑤の 3 部門から成っていた。こうしたことから、最も大きな括りである部門は

「営業」「設計」「製造」としている。  
3 部門（①、③、⑤）以外について整理すると、②は納期管理として①に、

④は資材調達として⑤に、⑥と⑦はそれぞれ⑤に含まれている。業務の流れは、

営業→設計→製造が基本である。こうした基本の流れの他に、各部門間の協力

関係（詳細は複雑になるため省略）があり、両者の流れによって製品（配電盤、

制御盤）が完成する。  
 
（２）職務構成表       

「職務構成表」は企業の組織構成を表形式に示したものである。経営方針の

変化等により、同一企業でも時代とともに変化していくものである。こうした

考えに沿って、配電盤・制御盤製造業の組織構成を職務構成表に整理したもの

が図表 2-6 である。  
部門については、業務の流れで検討したので、ここでは部門に含まれる職務

を検討する。職務はおおむね組織構成の「係」に相当することとして分類する。

併せて、職務の切り出しには、時系列のまとまりである工程、及び従業員一人

ひとりの仕事を整理した共通要素という考え方 １で行う。  
 
 
 
 

                             
１ 職務の切り出しに当たっては、「職務分析の作業における留意事項」（雇用能力開発機構（2001）『生涯職業

能力開発体系に係るＱ＆Ａ』）を参考にした。 
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図表 2-6 配電盤・制御盤製造業における職務構成表  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ａ  営業部門における職務  

営業部門は時系列に整理することが難しいので、共通要素というまとまり

を考えると、営業活動を担う係と営業活動を管理する係に大別できる。そこ

で、前者を「営業実務」とし後者を「管理」としている。  
 

ｂ  設計部門における職務  

設計部門は受注結果を受け、その仕様に沿って製品の具体化を企画する部

門である。一般的に、電気関係と機械関係に分かれるが、配電盤・制御盤の

設計では、機械関係の設計は筐体部分に限られている。また、筐体部分の設

計は、電気関係の設計を基に行われる。従って、設計部門の職務は「電気設

計」と「筐体設計」とし、電気設計を受けて筐体設計という流れになってい

る。  
 

ｃ  製造部門における職務  

製造部門では、製造工程別に整理できる。配電盤・制御盤の製造を工程別

に列挙すると、「資材調達」→「板金・塗装」→「組立・配線」→「検査」

→「出荷」→「据付・調整」となり、これらが職務となる。また、製造工程

とは別に、納品した盤の点検・改修を行う「保守・改修」がある。（顧客対

応として、営業から連絡を受け、製造部門が出向いて行う。）  
以上のような職務の設定において、特に検討を要したのは外注との関わり、

「検査」と品質管理との関係及び部門間の協同である。これらの 3 点につい

て以下に説明する。  
第一は外注との関わりである。ヒアリング結果から、「板金・塗装」と

部　門 職　務
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出荷
据付・調整
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（営業・設計と協同）
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「据付・調整」は多くの事業所が外注で行い、自社で行っているのは前者が

回答事業所 6 社中 1 社、後者が回答事業所 8 社中 2 社と少なかった。その背

景には、50 人程度の小規模という事情がある。すなわち、これらは盤製造と

は別の設備や要員が必要であるので、外注にした方がコスト的に安いという

経営的な判断があると考えられる。ただし、製造工程としては必要であるこ

と、少数ながらも自社内で行っている場合もあることから、製造部門の職務

として入れている。また、外注割合の多い職務は、業務の流れ図において点

線で示している。  
第二は「検査」についてである。製造業における品質管理は、製品（配電

盤、制御盤）の品質を保ち顧客の信頼を得る上で重要な要素である。そのた

めに、品質管理を専ら職務とする部署が必要であるが、事業所規模によりそ

の範囲は異なっている。ヒアリング結果を見ると、大企業では結果を作り込

むためのプロセス管理と結果を検証するための製品検査を行っていたが、小

規模事業所では製品検査が主であった。本資料は 50 人程度の事業所を対象

としていることを踏まえ、製品検査を主体とした「検査」という職務にして

いる。  
第三は部門間の協同である。職務の検討にあたって、製造部門に止まらず

他の部門との協同で行うものが多々あった。それらは「資材調達」（設計部

門と協同）、「検査」（営業、設計部門と協同）、「保守・改修」（営業、

設計部門と協同）であり、業務の流れ図では製造部門の左側に表している。  
 

（３）職務分析表  

「職務分析表」は、職業に従事するために必要な職業能力を明確にし、その

能力を段階的かつ体系的に整理したものである。同表は、左から分類の大きさ

の順に「部門」→「職務」→「仕事」→「作業」→「作業に必要な主な知識及

び技能・技術」としている。また、「作業に必要な主な知識及び技能・技術」

は、その作業を実施する上での動作とその前提知識を記載している。併せて、

その「仕事」がどのレベル２であるかも表記している。  
図表 2-7は、「業務の流れ」「職務構成表」を元に、さらに細分化して部門、

職務、仕事までを表したものである。前記で整理した組織構成（部門－職務）

を受け、職務に含まれる仕事を整理している。職務を仕事へ分割するには、

「分業または分担のできるまとまり」を基本原則とし、論理的関係性（目的別、

対象・種類別など）と時間的関係性（順序性、工程別など）という切り口で分

割を検討する。  
 

                             
２ レベル設定の考え方については資料 2-1 を参照のこと。 
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図表 2-7 配電盤・制御盤製造業の職務分析表（部門 -職務 -仕事）  

 

 

ａ  営業部門における仕事  

 営業部門には、「営業実務」と「管理」の職務があり、それぞれの分業・

分担を検討して仕事を整理する。  
●営業実務における仕事（順序）  

営業実務の内容は順序性があるので、時系列に整理すると「営業活動」→

「現地調査」→「仕様打合せ」→「積算・見積」という順序になる。  
●管理における仕事（目的）  

管理は、その目的によって分かれる。すなわち、営業実務の事後処理や管

理を行う「営業管理」と、設計から納品までのスケジュール管理を行う「納

期管理」である。特に、納期管理はヒアリング結果によって追加した仕事で

ある。製品を納めるに当たっては、顧客の要望による設計変更があるなど、

設計から納品までのスケジュール管理が重要であり、この分野は顧客、設計

部門、製造部門など多様な調整が必要なことから、営業部門の管理に「納期
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据付
試運転・調整
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（営業・設計と協同） 改修
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図表 2-7 配電盤・制御盤製造業の職務分析表（部門 -職務 -仕事）  
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管理」として位置づけている。  
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なっている。  
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つの職務について、それぞれの分業・分担を検討し仕事を整理する。  
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  資材調達は、部品・資材の種類によって仕事を分担することが考えられる。

しかし、 50 人程度の規模では調達の種類別に分担する人的余裕がないので、
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と「配線」の仕事に分担できる。  
組立は、筐体を外注する場合と内製する場合で作業手順が異なる。  

●検査における仕事（目的）  
 検査は、その目的によって分かれる。すなわち、出荷前の製品検査を目的

する「出荷検査」と、品質に関する顧客の要望に応える「立会検査」である。

なお、ヒアリング結果では、全ての事業所が製品の品質維持・向上のために、

製品を作る担当（組立・配線）と検査する担当（出荷検査、立会検査）を別

にしていた。  
●出荷における仕事  
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 出荷は、製品（配電盤、制御盤）を製造・保管場所から納入先へ搬送する

ことである。時系列に整理すると、製品の製造・保管、保管場所から荷積み

して納入先までの搬送ということになる。しかし、事業所規模を考えるとこ

れらの流れを分業・分担することではないので、職務と仕事を同じにしてい

る。  
●据付・調整における仕事（工程）  
 据付・調整は、配電盤・制御盤を効率良くその機能を発揮させるために、

所定の場所に据え付けて調整することである。この職務を工程別に整理する

と、まず盤を設置する場所の基礎や接地の「工事」が必要であり、その後に

盤の「据付」をし、最後に試運転して「調整」となる。このような工程別の

まとまりごとに分業・分担が可能であるので、据付・調整における仕事は、

「工事」「据付」「調整」としている。  
●保守・改修における仕事（工程）  

  保守・改修の職務は、工程別に「保守・点検」と「改修」の仕事に分かれ

る。ヒアリング結果によれば、保守点検を主業務にしている事業所はなかっ

たが、顧客対応として配電盤・制御盤の保守や改修を行うことはあり、営業

（または設計）から連絡を受け製造が出向いて行うとのことであった。  
 

 
ｄ  職務分析表の一覧  

配電盤・制御盤製造業における職業能力の構成を段階的かつ体系的に整理

し、直接部門と間接部門を合わせた職務分析表一覧を次ページ以降に示す。  
直接部門は営業部門（図表 2-8）、設計部門（図表 2-9）、製造部門（図表

2-10）である。また、間接部門は製造業の汎用データの中から、経営部門

（図表 2-11）、事務管理部門 (図表 2-12)を選択し、配電盤・制御盤製造業の

実態に合わせて微細な修正を加えている。  
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